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特
殊
詐
欺
対
策
電
話
機
等
購

入
費
補
助
金
の
お
知
ら
せ

　
高
齢
者
を
狙
っ
た
特
殊
詐
欺

に
撃
退
の
効
果
が
あ
る
「
特
殊

詐
欺
対
策
電
話
機
等
」
を
購
入

し
た
方
に
、
費
用
の
一
部
を
、

予
算
の
範
囲
内
で
補
助
し
ま

す
。

対
象　
栃
木
市
に
住
民
登
録
の

あ
る
65
歳
以
上
の
方
ま
た
は
同

じ
世
帯
の
方
（
市
税
に
滞
納
が

あ
る
方
を
除
く
）

補
助
対
象
と
な
る
﹁
特
殊
詐
欺

対
策
電
話
機
等
﹂

　
次
の
い
ず
れ
か
の
機
能
が
あ

る
固
定
電
話
機
や
固
定
電
話
に

接
続
し
て
使
用
す
る
機
器
で
、

購
入
後
１
年
以
内
の
も
の
（
機

器
は
、
電
気
店
な
ど
で
販
売
し

て
い
ま
す
）。

・
警
察
等
が
提
供
す
る
迷
惑
電

話
番
号
情
報
を
用
い
て
、
振
り

込
め
詐
欺
に
関
す
る
着
信
を
自

動
で
拒
否
す
る
機
能

・
特
殊
詐
欺
対
策
と
し
て
「
こ

の
通
話
は
詐
欺
対
策
で
録
音
し

ま
す
。」
な
ど
と
自
動
で
応
答

し
、自
動
で
録
音
す
る
機
能（
自

動
応
答
録
音
装
置
機
能
）

補
助
金
額　
購
入
費
の
２
分
の

１
（
１
０
０
円
未
満
切
捨
）
以

内
で
上
限
５
，
０
０
０
円

※
１
世
帯
１
台
で
１
回
限
り

申
請
方
法　
次
の
書
類
を
用
意

の
う
え
、
交
通
防
犯
課
ま
た
は

各
総
合
支
所
市
民
生
活
課
窓
口

へ
。

・
購
入
し
た
機
器
の
領
収
書
ま

た
は
領
収
書
の
写
し
（
品
名
、

品
番
、
購
入
者
氏
名
等
が
記
載

さ
れ
、
販
売
者
の
領
収
印
が
押

印
さ
れ
て
い
る
も
の
）

・
購
入
し
た
機
器
の
機
能
が
確

認
で
き
る
書
類
（
カ
タ
ロ
グ
ま

た
は
説
明
書
の
写
し
等
）

・
印
か
ん

・
銀
行
等
の
口
座
番
号
が
わ
か

る
も
の
（
通
帳
等
）

※
申
請
方
法
や
、
補
助
対
象
の

機
器
か
ど
う
か
な
ど
ご
不
明
な

点
は
問
合
先
へ
。

問  

交
通
防
犯
課
☎

（21）
２
１
５
１

国
民
年
金
の
お
知
ら
せ

忘
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

所
得
の
申
告

　
次
の
方
は
、
所
得
が
な
い
場

合
で
も
前
年
の
所
得
を
申
告
し

て
く
だ
さ
い
。

〇
国
民
年
金
保
険
料
全
額
免

除
・
納
付
猶
予
を
継
続
申
請
さ

れ
て
い
る
方

　
日
本
年
金
機
構
が
前
年
の
所

得
に
よ
っ
て
全
額
免
除
・
納
付

猶
予
の
審
査
を
行
い
ま
す
。
継

続
申
請
を
し
て
い
る
方
は
、
国

民
年
金
保
険
料
免
除
申
請
書
を

提
出
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、所
得
の
申
告
を
し
な
い
と
、

審
査
が
で
き
ず
に
却
下
と
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。

〇
20
歳
前
障
害
に
よ
り
障

害
基
礎
年
金
を
受
給
し
て

い
る
方
（
年
金
コ
ー
ド

６
３
５
０・２
６
５
０
の
方
）

　
20
歳
前
障
害
に
よ
る
障
害
基

礎
年
金
に
は
所
得
の
制
限
が
あ

り
ま
す
。前
年
の
所
得
に
よ
り
、

年
金
が
全
部
停
止
ま
た
は
一
部

停
止
に
な
り
ま
す
。
所
得
の
申

告
を
し
な
い
と
、
審
査
が
で
き

ず
に
年
金
が
一
時
差
止
に
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

（
参
考
）
今
年
度
は
、
所
得
額

が
３
６
０
万
４
千
円
を
超
え
る

場
合
は
年
金
額
の
２
分
の
１
が

支
給
停
止
に
、
４
６
２
万
１
千

円
を
超
え
る
場
合
は
全
額
支
給

停
止
と
な
り
ま
す
（
扶
養
人
数

が
０
人
の
場
合
）。 

問 

保
険
医
療
課
☎

（21）
２
１
３
４

軽
油
引
取
税
の
免
税
措
置
が

延
長
さ
れ
ま
し
た

　

国
の
法
律
の
改
正
に
よ
り
、

軽
油
引
取
税
に
係
る
免
税
措
置

が
、
３
年
間
（
２
０
２
１
年
３

月
31
日
ま
で
）
延
長
に
な
り
ま

し
た
。

免
税
証
等
の
取
扱
い
は
以
下
の

と
お
り
と
な
り
ま
す
。

免
税
証

一
括
交
付
し
た
免
税
証
に
は
、

有
効
期
限
が
平
成
30
年
３
月
31

日
ま
で
と
記
載
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
平
成
30
年
12
月
31
日
ま
で

使
用
で
き
ま
す
。

免
税
軽
油
使
用
者
証

一
括
交
付
し
た
使
用
者
証
に

は
、
有
効
期
限
が
平
成
30
年
３

月
31
日
ま
で
と
記
載
さ
れ
て
い

ま
す
が
、「
交
付
の
日
か
ら
３

年
間
有
効
」と
読
み
替
え
ま
す
。

免
税
軽
油
の
引
取
り
等
に
係
る

報
告
書
の
提
出

従
来
ど
お
り
、
次
回
の
免
税
証

交
付
時
に
報
告
（
提
出
）
が
必

要
で
す
。
報
告
書
に
必
要
事
項

を
記
載
し
、領
収
書
等（
コ
ピ
ー

可
）
を
添
付
し
て
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

未
使
用
の
免
税
証
の
返
納

従
来
ど
お
り
、
使
用
し
て
い
な

い
免
税
証
は
、
次
回
の
免
税
証

交
付
時
に
返
納
し
て
く
だ
さ

い
。

次
回
の
一
括
交
付
の
日
程
等

11
月
以
降
、
栃
木
県
税
事
務
所

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
市
・
Ｊ
Ａ
な

ど
の
広
報
な
ど
で
お
知
ら
せ
し

ま
す
。　

問 

栃
木
県
税
事
務
所

☎
（23）
６
８
８
２

　栃木市の産業支援メニューをご利用ください 
市では、各産業分野の支援施策として、下記メニューを用意しています。詳細は、各担当課に問い合わせください。

資 金 調 達 支 援 介護離職防止支援 商店街活性化支援 産業財産権取得支援 営 農 支 援 就 農 支 援 企 業 立 地 支 援 　 企 業 立 地 促 進 事 業
事
業 市制度融資 中小企業介護相談

員派遣事業
空き店舗活用促進

事業
産業財産権取得支援

事業
担い手農地集積促進

補助金交付事業
「何とかしたい農」か

らはじまる事業
新規就農サポート

事業 立地奨励金 用地取得奨励金

概
要

【融資メニュー】
①中小企業設備合理
化資金
②中小企業経営安定
資金
③小規模企業者資金
④中小企業緊急景気
対策特別資金
⑤中小企業創業資金
※いずれも、融資実
行時に発生する信用
保証料を全額補助

介護に関する課題
を抱える中小企業
等の事業主および
従 業 員 を 対 象 に、
介護相談員（社会
福祉士、介護福祉
士、 ケ ア マ ネ ー
ジャー等）を無償
で中小企業に派遣

店舗改修費用、家
賃および出店後の
専門家への相談費
用の一部を補助

特許権・実用新案権
など産業財産権の取
得に要した経費の一
部を補助

農地中間管理機構や
栃木市農業公社を活
用して農地を新たに
借受けた担い手等を
対象にその面積に応
じ、補助金を交付

栃木市農業公社の農
業機械施設バンクを
利用した農機具等の
譲受けに要した経費
の一部を補助

新たに就農する者
を対象に、就農に
係る経費の一部を
補助

立地操業後に、立地の
ために取得した土地・
家屋・償却資産にかか
る固定資産税および都
市計画税相当額を奨励
金として交付

立 地 操 業 後 に、
宇都宮西中核工
業団地の用地取
得額の１０パー
セントを奨励金
として交付

限
度
額
・
補
助
率
等

① 融 資 限 度 額：
2,000 万円
利率：1.6 ～ 2.1％
② 融 資 限 度 額：
2,000 万円
利率：1.4 ～ 1.8％
③ 融 資 限 度 額：
1,250 万円
利率：1.4 ～ 1.6％
④ 融 資 限 度 額：
1,000 万円
利率：1.3 ～ 1.6％
⑤融資限度額：500
万円
利率：1.6％（一部
優遇有）

利用者負担なし 店舗改修費用、家
賃および出店後の
専門家への相談費
用の一部
※詳細は問合先へ

対象経費の2/3の額。
ただし、特許権は 50
万 円、 実 用 新 案 権、
意匠権および商標権
は 10 万円を限度

（対象経費：出願料、
出願審査請求料、出
願のために弁理士に
支払った費用）

交付単価
① 中 間 管 理 機 構 を
利用した 10 年以上
の 借 受　7,000 円
/10a
②市農業公社を利用
した 5 年以上の借受　
5,000 円 /10a
③中間管理機構また
は市農業公社を利用
した認定新規就農者
への貸付
5,000 円 /10a
④市農業公社を利用
した農地の買受
5,000 円 /10a

農業機械補助
対象経費の 1/2 の額

（上限 10 万円。ただ
し、45 歳以上は 1/3
上限 5 万円）。
農業施設補助
対象経費の 1/2 の額

（上限 40 万円、ただ
し、45 歳以上は 1/3
上限 20 万円）。

補助額上限３０万
円。
・1 会計年度につき
1 回とし、2 回を限
度

交付額：立地のために
取得した土地・家屋・
償却資産にかかる固定
資産税および都市計画
税相当額
限度額：交付期間（５
年または２年）におい
て、上限３億円

交付額：宇都宮
西中核工業団地
の用地取得額の
１０パーセント

補
助
対
象

・①②③④・・・市
内で１年以上同一事
業を営んでいる中小
企業者および小規模
企業者
・⑤・・・市内にお
いて創業を予定して
いる方、創業後１年
未満の中小企業者ま
たは事業転換・新分
野進出等を図る中小
企業者
※いずれも、市税を
完納していること等
の要件あり。
※別途、金融機関等
の審査あり。

市内に事務所また
は事業所を有する
中小企業者
※介護相談員の派
遣期間は、月１回、
初回派遣日から１
年間を限度

市内の対象地域の
空き店舗を活用し
開業するもの。
※市税を完納して
いること等の要件
あり。
※事業の着手前に
要相談。

・市内に主たる事業
所を有し、引き続き
1 年以上事業を営ん
でいる中小企業者
※産業財産権を取得
後、６か月以内に限
る。
※市税を完納してい
ること等の要件あり。

①中間管理機構を利
用して 10 年以上農
地を借受けた認定農
業者または認定新規
就農者
②市農業公社を利用
して 5 年以上農地を
借受けた認定農業者
または認定新規就農
者
③中間管理機構また
は市農業公社を利用
して認定新規就農者
に農地を貸し付けた
農地所有者
④市農業公社を利用
して農地を買い受け
た認定農業者または
認定新規就農者

・市内に住所を有し、
農産物を生産し、ま
たは見込が確実であ
る方
・農業機械施設バン
クを利用して農機具
等を譲り受けた方

・市内に住所を有
し、引き続き 3 年
以上居住する見込
みがある方
・市内において新規
就農し、年間 150
日以上農業に従事
し、または従事す
る見込みがある方
で、主たる収入が
農業収入であるも
の
・50 歳未満の方
・農業次世代人材投
資資金（経営開始
型）に 該当しない
方

対象：物品の製造、加
工、修理、販売を行う
施設、物流、情報サー
ビス、研究開発を行う
施設
対象地域：①市内の産
業団地、工業団地②用
途地域③それ以外の地
域（①②の交付期間は
５年、③の交付期間は
２年）
要件：①投下固定資産
額が１億円以上（物品
の販売を行う施設は
２億円以上）であるこ
と②栃木市に住所を有
する常時雇用の従業員
が５人以上（物品の販
売を行う施設は１０人
以上）であること③用
地取得から５年以内に
操業を開始すること

・立地奨励金の
交付要件を満た
すこと
・栃木県土地開
発公社から用地
を取得すること

担
当
課

商工振興課☎（２１）２３７１ 農業振興課☎（２１）２３７９・２３８５ 農業振興課
☎（２１）２３８１ 産業基盤整備課☎（２１）２３７６


